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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期
第３四半期
累計期間

第29期
第３四半期
会計期間

第28期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成19年
７月１日
至平成20年
６月30日

売上高（千円） 2,200,685782,8552,786,334

経常利益（千円） 198,251 109,426 150,909

四半期（当期）純利益（千円） 112,464 61,012 82,552

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） － 501,375 501,375

発行済株式総数（株） － 5,575,3205,575,320

純資産額（千円） － 1,953,3991,911,120

総資産額（千円） － 2,591,2842,401,670

１株当たり純資産額（円） － 353.83 342.78

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 20.26 11.05 14.81

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

１株当たり配当額（円） － － 10.00

自己資本比率（％） － 75.4 79.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
240,813 － 93,531

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△88,733 － △142,462

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△70,185 － △55,753

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 746,824 664,930

従業員数（人） － 207 213

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

  

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 207 (21)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載して

　　　　おります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

当第３四半期会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第３四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

（千円）

タウンニュース事業部門 289,547

その他事業部門 14,692

合計 304,239

　（注）１．金額は売上原価によっております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2)受注状況

当第３四半期会計期間の受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第３四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

（千円）

その他事業部門 19,463

合計 19,463

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．タウンニュース事業部門は受注生産を行っていないため、記載を省略しております。

(3)販売実績

当第３四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第３四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

（千円）

タウンニュース事業部門 766,502

その他事業部門 16,352

合計 782,855

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（１）経営成績の分析

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、世界的に拡大した米国発の金融危機が実体経済へと波及し企

業収益が大幅に悪化しました。

一般的に広告費は、企業収益の減少とともに縮小される傾向にあるため、当社が属するフリーペーパー業界に

おきましても、広告出稿数の減少やそれに伴う競合他紙との価格競争が一段と激化するなど、厳しい経営環境が

続いております。

こうした環境の中、当第３四半期会計期間における当社主力事業のタウンニュース事業部門では、期首からの

方針を継続し新規創刊をせず既存発行版の深耕に注力しました。また、新規顧客開拓のために他媒体からの切り　

　　　替えのための営業を強化するとともに、官公庁・団体などへの営業も積極的に推進しました。

その結果、横浜・川崎地区などの都市部における行政・団体を中心に堅調に売上げが伸長し、かつ各発行版の

広告販売状況に応じて頁数の変更を柔軟に対応したことによる発行原価の抑制が利益面にも寄与しました。

その他事業部門の出版・印刷部につきましては、自費出版に加えタウンニュース事業部門とのシナジーによる

企画・制作印刷物の受注が増加したことにより、堅調に業績を拡大しました。

以上の結果、当第３四半期会計期間の売上高は782百万円、営業利益は107百万円、経常利益は109百万円、四半期

純利益は61百万円となりました。

　 

（２）財政状態の分析

　（資産）

　　　当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ189百万円増加し、2,591百万円となりまし

　　た。

　　これは現金及び預金158百万円、受取手形及び売掛金25百万円の増加が、有形固定資産の18百万円、無形固定資

　　産の10百万円の減少を上回ったためであります。

　（負債）

　　　当３四半期会計期間末における負債合計は前事業年度に比べ147百万円増加し、637百万円となりました。

　　これは未払法人税等が66百万円、賞与引当金が42百万円、退職給付引当金が40百万円増加したためであります。

　（純資産）

　　　純資産につきましては、前事業年度末と比べ42百万円増加して1,953百万円となりました。これは利益剰余金

　　の増加であります。

　　　　 

　（３）キャッシュ・フローの状況

　　　　　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期会計期間末に

　　　　比べ26百万円増加し746百万円となりました。

　　　　　当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　営業活動の結果得られた資金は、55百万円となりました。これは主に売上債権の増加（49百万円）、法人税等

　　　　の支払い（42百万円）等の減少要因を、税引前四半期純利益（108百万円）、賞与引当金の増加（43百万円）、

　　　　等の増加要因が上回ったことによるものであります。

　　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　投資活動の結果使用した資金は、29百万円となりました。これは主に定期預金の預入による支出（25百万円）

　　　　等があったことによるものであります。

 　　　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　財務活動の結果得られた、または使用した資金は、ありませんでした。

 

  （４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　（５）研究開発活動

　　　　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1)主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2)設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な移転の計画は次のとおりであります。 

　

 事業所名

 

 所在地

 

 事業の部門

  別の名称

 

 設備の

内容

 

　投資予定額　

 （単位：千円）

 資金調達

　 方法

 

 着手および完了

 予定年月

 完成後の

 増加能力

  総額  既支払額  着手  完了

 相模原支社
 神奈川県

　相模原市

 タウン

　ニュース

　事業部門

 営業拠点  8,000 － 自己資金 
 平成21年

　　7月

 平成21年

　　8月
 －

　    （注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。

EDINET提出書類

株式会社タウンニュース社(E05576)

四半期報告書

 6/20



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,034,000

計 12,034,000

　②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成21年5月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,575,320 5,575,320ジャスダック証券取引所

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株式

数は100株でありま

す

計 5,575,320 5,575,320 － －

　

 

（２）【新株予約権等の状況】

 　 該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年１月１日～

平成21年３月31日　
－ 5,575,320 － 501,375 － 481,670

 

（５）【大株主の状況】

 　　　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の移動は把握しておりませ

　　　ん。

 

 

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社タウンニュース社(E05576)

四半期報告書

 7/20



（６）【議決権の状況】

　 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

 記載することができないことから、直前の基準日（平成20年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

 ります。

  

 ①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　 54,600 
－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）  普通株式　5,520,300 55,203 同上

単元未満株式  普通株式　　    420 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 5,575,320 － －

総株主の議決権 － 55,203 －

　

　②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社

タウンニュース社

神奈川県秦野市

曽屋668番地
54,600 － 54,600  0.97

計 － 54,600 － 54,600  0.97

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月
平成21年
１月

２月 ３月

最高（円） 252 208 199 180 285 279 265 245 230

最低（円） 199 169 152 125 172 240 221 200 196

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

 （１）新任役員

　　　 該当事項はありません。

 

 （２）退任役員

 役名  職名  氏名  退任年月日

 取締役執行役員  横浜北支社長  堤　英昭   平成20年12月15日

 

 （３）役員の異動

　　　 該当事項はありません。 

EDINET提出書類

株式会社タウンニュース社(E05576)

四半期報告書

 8/20



第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21

年３月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社タウンニュース社(E05576)

四半期報告書

 9/20



１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,035,450 876,676

受取手形及び売掛金 252,261 226,969

原材料 336 315

仕掛品 8,363 435

その他 78,072 64,666

貸倒引当金 △4,540 △3,404

流動資産合計 1,369,943 1,165,659

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 243,340 249,679

土地 480,792 480,792

その他（純額） 64,386 76,376

有形固定資産合計 ※
 788,519

※
 806,847

無形固定資産 51,292 61,986

投資その他の資産

その他 395,925 374,557

貸倒引当金 △14,396 △7,380

投資その他の資産合計 381,528 367,177

固定資産合計 1,221,340 1,236,011

資産合計 2,591,284 2,401,670

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 63,693 56,662

未払法人税等 87,636 20,977

賞与引当金 66,086 23,443

その他 131,817 137,293

流動負債合計 349,234 238,376

固定負債

長期未払金 145,766 －

退職給付引当金 142,884 102,584

役員退職慰労引当金 － 149,589

固定負債合計 288,650 252,173

負債合計 637,885 490,550
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 501,375 501,375

資本剰余金 481,670 481,670

利益剰余金 984,784 928,073

自己株式 △14,432 －

株主資本合計 1,953,399 1,911,120

純資産合計 1,953,399 1,911,120

負債純資産合計 2,591,284 2,401,670
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 2,200,685

売上原価 856,465

売上総利益 1,344,219

販売費及び一般管理費 ※
 1,151,095

営業利益 193,124

営業外収益

受取利息 3,597

その他 2,166

営業外収益合計 5,764

営業外費用

保険解約損 606

その他 30

営業外費用合計 637

経常利益 198,251

特別損失

固定資産除却損 252

投資有価証券評価損 533

特別損失合計 786

税引前四半期純利益 197,465

法人税、住民税及び事業税 122,829

法人税等調整額 △37,828

法人税等合計 85,001

四半期純利益 112,464
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 782,855

売上原価 304,239

売上総利益 478,616

販売費及び一般管理費 ※
 370,637

営業利益 107,978

営業外収益

受取利息 1,064

その他 382

営業外収益合計 1,447

経常利益 109,426

特別損失

固定資産除却損 252

投資有価証券評価損 533

特別損失合計 786

税引前四半期純利益 108,640

法人税、住民税及び事業税 67,146

法人税等調整額 △19,518

法人税等合計 47,628

四半期純利益 61,012
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 197,465

減価償却費 35,964

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,152

賞与引当金の増減額（△は減少） 42,643

退職給付引当金の増減額（△は減少） 40,300

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △149,589

長期未払金の増減額（△は減少） 145,766

受取利息及び受取配当金 △3,597

固定資産除却損 252

売上債権の増減額（△は増加） △25,291

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,948

仕入債務の増減額（△は減少） 7,030

その他 1,466

小計 292,616

利息及び配当金の受取額 3,155

法人税等の支払額 △54,958

営業活動によるキャッシュ・フロー 240,813

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △76,880

有形固定資産の取得による支出 △6,032

無形固定資産の取得による支出 △841

貸付金の回収による収入 630

その他 △5,608

投資活動によるキャッシュ・フロー △88,733

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △14,432

配当金の支払額 △55,753

財務活動によるキャッシュ・フロー △70,185

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 81,893

現金及び現金同等物の期首残高 664,930

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 746,824
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

  会計処理基準に関する事項の変更 　たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　　第１四半期会計期間より「たな卸資産の評価に関

　する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年7月5

　日　企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、

　原価法から原価法（貸借対照表価額については収益性

　の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しておりま

　す。

　　この変更による当第３四半期累計期間の営業利益、

　経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響はあり

　ません。

 

【追加情報】

当第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

　（役員退職慰労金の廃止）

　　当社は役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労引当金を計上し

　ておりましたが、平成20年９月24日開催の定時株主総会の日をもって役員退職慰労

　金制度を廃止することが決議されました。

　　同制度の廃止に伴い、定時株主総会の日以前の在職期間分についての役員退職慰

　労金について、打ち切り支給することになりました。

　　なお、支給時期は、各役員それぞれの退任時とし、役員退職慰労引当金は、退任

　時まで固定負債「長期未払金」として計上しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成21年３月31日）

前事業年度末
（平成20年６月30日）

　※　有形固定資産の減価償却累計額は、278,262千円

　　であります。

　※　有形固定資産の減価償却累計額は、257,950千円

　　であります。

 

（四半期損益計算書関係）

当第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

　　次のとおりであります。            　

給料手当 497,401千円

退職給付費用 43,472千円

賞与引当金繰入額 53,834千円

貸倒引当金繰入額 9,998千円

当第３四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

　　次のとおりであります。

給料手当 164,261千円

退職給付費用 7,941千円

賞与引当金繰入額 35,292千円

貸倒引当金繰入額 6,549千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年3月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 1,035,450

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △288,626

現金及び現金同等物 746,824
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成21年３月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成21年

３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　5,575,320株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 54,600株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年９月24日

定時株主総会
普通株式 55,753 10平成20年６月30日平成20年９月25日利益剰余金　

 

（有価証券関係）

　当第３四半期会計期間末（平成21年３月31日）　

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期会計期間末（平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　当第３四半期累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

　　　　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社タウンニュース社(E05576)

四半期報告書

17/20



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成21年３月31日）

前事業年度末
（平成20年６月30日）

１株当たり純資産額 353.83円 １株当たり純資産額 342.78円

２．１株当たり四半期純利益金額

当第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 20.26円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 11.05円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 112,464 61,012

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 112,464 61,012

期中平均株式数（株） 5,550,386 5,520,720

 

（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第３四半期累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月11日

株式会社タウンニュース社

取締役会　御中

監査法人　トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三富　康史　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石上　卓哉　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タウン

ニュース社の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第29期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年１月１日か

ら平成21年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タウンニュース社の平成21年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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